











公表 された(FASB2005bおよびIASB2005)。これ らは、2001年から開始 されたFASBと
IASBのコンバ ージェンスプロジェク トの1つ である企業結合プロジェク トによって行われ
た成果であるω。 しかし、公表後、多 くの点で関係者からの反対があり、当初の予定であっ
た2006年はもとより、2007年第3四 半期において も、連結財務諸表に関する最終的な改訂
基準は公表 されなかった。それ らの反対意見のほとんどは、経済的単一体説 を採用 したこと






それは、親会社説と経済的単一体説の2つ に分けられ うるうちの1つ である〔3;。経済的単一
体説は、支配持分と非支配持分をどちらも持分(equity)とするところに特徴がある。 これ
らの親会社説と経済的単一体説の違いが生 じるような企業結合は、子会社における非支配持
分が存在する企業結合、すなわち100%未満の持分を取得す る企業結合であり、 しば しば部


































FASB(2005b)において も、これ らの調整が必要であることを認識 していると考 えられ、
注記開示を要求している(FASB2005b,30項〉。FASBは、経済的単一体説を指向しながらも、




2005b,B39項〉.それで もなお、FASB(2005b)が示 している開示例では、現行開示 されて
いる親会社説に基づ く支配持分利益とは異なりうるということを本稿では明らかにする。そ
のうえで、現行開示 されている親会社説に基づ く支配持分利益をどのように開示 しうるかに
ついて若干の考察 を加えることとしたい。本稿の独自の ものがあるとすれば、これ らの
FASB(2005b)にある問題点の指摘 とその改善め提案があげられよう。
なお、本稿では、FASB(2007b)の適用指針 と同様に、親会社に優先株主が存在 しないケ
ースを想定する。 というの も、この とき、連結損益計算書において開示 される支配持分に帰
属する利益と親会社の普通株主に帰属す る利益が.・..致することになるため、後の議論が行い
やすいためである。 さらに、親会社説と経済的単一体説および支配持分 と非支配持分 との取
引に焦点を当てるうえで、優先株主が存在す る場合には、優先株主と普通株主との取引が生






























図表1に 示 されるとおり、それぞれの説の もとで、焦点が当てられている利益は異なって
いるものの、どちらの説の もとで も、支配持分利益と企業集団全体利益という2つの利益 が
開示 されうる。それは、米国の現行の連結損益計算書において、親会社説に基づ く支配持分
に帰属す る利益(①)と 親会社説に基づ く企業集団全体に帰属する利益(② 〉が開示 されて
いるとお りである。また、FASB(2005)によって提案 されている連結損益計算書において
も、経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属す る利益(④)と 経済的単一体説に基づ く
支配持分に帰属する利益(③)が 開示 されているとおり.である。
どちらの説のもとでも、企業集団全体に帰属する利益から非支配持分に帰属する利益を控
除することで支配持分に帰属する利益 が求められるため、一見すると、① と③の2つ の利益
の金額は同 じになりそ うである。 しか し、① と③(お よび② と④)の2つ の利益の金額 は、














う要求す ることを決定 し、別の計算書と して明細 を表示することが当期の企業の実際利益に
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親会社説に基づく支配持分利益の開iT
ついて混乱 を招 きうるために、当該明細が、別の計算書として表示 されるよりもむしろ連結
財務諸表の注記において開示 されるべ きであると決定 したという(FASB2005b,B40項)(R)。
これ らは、30項dにおいて、連結財務諸表の注記におけ る、支配持分に帰属する持分に対
する非支配持分 との取引の影響を示す別の明細 を開示するよう規定 されてお り、またA9項
において例示 されている。 しかし、開示 される金額は、現行実務上開示 されている金額と必
ず しも同じにはならない。










からは必ず しも導かれないであろう。とはい え、 このことは、親会社説に基づ く支配持分に
帰属す る利益の開示は必要がないということを示すわけではない。FASB(1991)において、
経済的単一体説に基づ く連結損益計算書の様式が、何 をボ トムラインと考 えるかによって






性に注 目する立場を採 ることとする。この親会社説に基づ く支配持分利益の開示については、









る(i//。前節でみたとお り、追加取得や一部売却 といった支配持分と非支配持分 との取引が
ないケースは、図表1に おいて示 されている支配持分に帰属する利益の① と③が一致するケ
ースの1つ である。
支配持分 と非支配持分 との取引の扱いは、親会社説のもとでは、損益取引に該当する。非
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前節では、親会社説に基づく支配持分利益(①)と 経済的単一体 説に基づ く支配持分利益
(③)(および②と④)の 利益数値が異な りうるような追加取得や一部売却 といった取引があ
るケースを設例および仕訳 を示 しながらみた。 ここではさらに、これらの利益が複数開示 さ
れ うる連結損益計算書の様式を示 しながら、この差異を再び確認することとするV3)。
以下では、図表2に おいては、親会社説に基づく企業集団全体利益(②)と 親会社説に基
づ く支配持分利益(①)の 開示、図表3に おいては、経済的単一体説に基づ く企業集団全体
利益(④)と 経済的単 ・体説に基づ く支配持分利益(③)の 開示、 また図表4に おいては、
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親会社説に基づく支配持分利益の開示
経済的単一体説に基づ く企業集団全体利益(④)と 親会社説に基づ く支配持分利益(①)の
開示について、連結損益計算書の様式(抜 粋)が 示 されている。周知のとおり、図表2お よ
び図表3は 、それぞれ親会社説に基づく連結損益計算書と経済的単一体説に基づく連結損益













図表2に 示 されるとお り、親会社説のもとでは、企業集団全体に帰属する利益(②)は 、
追加取得および一.一部売却前の利益200に、のれんの減損損失1を 控除 し、一部売却による売


































図表3と 同様、経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属する利益(④)は 、経済的単
一体説のもとでは追加取得および一部売却から損益が生じないため、追加取得および一部売
却前の利益200に等 しい。親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益(①)は 、経済的単一
体説に基づ く企業集団全体に帰属す る追加取得および ∴部売却前の利益200から子会社にお





















のかは、親会社説 を採 るときに②を開示する意味はあるのかということと関連するか もしれ
ない。すなわち、現行制度上開示 されている②は、① を出すための過程で開示 される ものに
過ぎないと考えれば、同様に。経済的単一体 説を採れば、④を開示する過程で③が開示 され
るに過ぎないと考 えられそ うである。
親会社説に基づ く支配持分利益は、3つの様式のうち、図表2の 様式および図表4の 様式
において、開示 されている。 さらに、図表3の 様式を採用.したうえで、親会社説に基づ く支
配持分利益を注記において開示す ることもできよう。後者の親会社説に基づく支配持分利益
の開示は、FASB(2005b)によって提案 されている形 に他ならない。
繰 り返し述べているとお り、FASB(2005b)における提案によれば、現行開示 されている





分の取引が考慮 されているものの、依然 として現行開示 されている親会社説に基づ く支配持
分利益(①)と は異なるものである。その相違点は、追加取得時に生 じうるのれんに相 当す




却益 となる金額が、支配持分に帰属する連結純利益 にそれぞれ加減算 されている(FASB
2005b,A9項)。.したがって、当該注記においては、親会社説に基づ く支配持分利益(①)が















いる償却 という手続をいま一度検討 してみて もよいかもしれない。注記開示の範囲において
は、FASB(2005b)ではのれんとなる金額について即時償却を認めているように、FASB(2001)
において禁止 されているのれんの規則的償却 も認められ うるかもしれない(is)また、注記
開示 においてものれんの規則的償却が認められないとして も、財務諸表利用者は、のれんの




5.お わ り に
本稿では、連結損益計算書において、親会社説に基づく支配持分に帰属する利益 と経済的





る損益 を生 じさせるが、経済的単一体説によれば、資本取引に該当し、そのような損益 を生








そこで、本稿では、FASB(2005b)を参照 しなが ら、経済的単...体説に基づ く利益を開示




るために、現行の利益 とは異なる利益が開示 されることになる点 に問題があると考えられた。
この問題 を解決すべ く、追加取得の際に生 じうる金額は、現行と同じよ うな減損テス トをさ




実証の問題となれば、支配持分 と非支配持分 との取引は、相対的に金額が小 さいか もしれな
いため、その価値関連性に大きな.インパ ク トがないことも.予想 される(n)。 また、本稿が想
定 した投資家の意思決定モデルについてもさらなる研究が必要となろう。
【注 】
〔1:1当該 プ ロ ジェ ク トか ら、企 業 結合 に関 す る改 訂基 準 で あ るFASB(2005a>およびIASB(2005a)も公 表
され て い る。 企 業 結合 公 開草 案 で は、FASBとIASB共 同 で コ メ ン トを募 集 した の に対 し、 非支 配 持 分
公 開草 案 で は、FASBとIASBは別 々 に コメ ン トを募 集 した 。
〔z:同時 に、企業 結 合 に 関す る基 準 で あ る財務 会 計 基 準 書 改 訂141.tiが公 表 され て い る(FASB2007a>。一 方 、
2008年1.月9日現在 、[ASBから はい まだ 最終 的 な 改 訂基 準 は 公表 され て い ない 。
〔『 よ く知 られ て い る と お り、代 表 的 な もの は、Baxter.andSpinney(1975)およ びFASB(1991)であ る。
た だ し、 そ こ では 親 会 社 説 と経 済 的.単 ・体 説 の2つ だ けが 示 され て い るわ けで は な い。 ま た、FASBに
お け る経 済 的 単.....・体 説 の 経 緯 と して は.討 議 資料 と してFASO(1991)、公 開 草 案 と してFASB(1995)、.
再 び 公開 草 案 としてFASB(2005>、そ して 最終 的 な基 準 と してFASB(2007b)がそれ ぞ れ 公表 され た。
現 在 、FASBおよびIASBの概 念 フ レ ーム ワー ク プ ロ ジ ェク トの フェ ーズD報 告 実 体 の審 議 に お いて も、
親 会 社 説 につ い て検 討 され て い る。 経 済 的単 一 体 説 を支持 す る もの に は、Moonitz(1951)を礪 矢 と して、
例 え ば、Nurnberg(2001)、1司(2007)などが あ る。
4;Q本 の 連結 財 務 諸表 制 度 上 は、経 済 的.単一体 説 に基 づ く企 業 集 団全 体 に基 づ く利 益 は 開示 され て い な い。
ま た＼ 現 在 、 日本 の 基準 設 定 主 体 で あ る企 業会 計基 準 委 員 会(nsaJ)には 、 その た めめ プ ロ ジェ ク トも


































































米 国 で の減 損 基 準 導入 の 経 緯 につ いて は 、辻 山(2004).参照 。
注 記 開示 の 範 囲 で は な く財 勝 諸 表本 体 に お いて考 え る場合 に参 考 にな り うるの は 、OhlsonandPenman
(2005)であ る。OhlsonandPenman(2005)では、 ス トック オ プ シ ョンの再 評 価差 額 に つ いて その他 の
包 括利 益(OCI)に 含 め る こ とが 提案 され て い る。 また 、 梅 原(2008>では 、.負の のれ ん をそ の 他 の包
括利 益(OCI7に 含 め る こ とが提 案 され て い る。 これ らの提 案 と同 様 に、 の れ ん に柑 当 す る金 額 をOCI
とす る こ と もで き うる と考 え られ る。 た だ し、 経 済 的単 一 体 説 の も とで どの よ う に行 うのか に つ いて 疑
問 は残 る。
な お、 貸 借対 照 表 にお け る少 数株 主.持.分に 関す る実証 研 究 につ い て は、 石 川(2006>を参 照 。
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